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A. 研究目的

虐待のリスク因子は妊娠期から存

在しており、妊娠届を活用して虐待ハ

イリスク群を抽出し、妊娠期から妊婦

をサポートすることで虐待予防でき

る可能性がある。

愛知県ではこのような考えから妊

研究要旨 
目的：愛知県において妊娠時に把握しているリスク項目について、妊娠届と 1 歳半健

診、3 歳健診のデータをリンケージし、妊娠届の情報と虐待傾向（育てにくさ含む）と

の関連を明らかにし、妊娠時から虐待ハイリスク群をより効率的に選定できる要因を

明らかにすることである。 
方法：愛知県名古屋市において 2016 年 7 月―10 月の 3 歳健診を受診したすべての母

親を対象とし、データリンケージの同意を確認した。2016 年 12 月まで同意書の回答

が得られた参加者について名古屋市から縦断データの提供をうけた(n=2558, 同意率

39.5％)。1 歳半健診、3 歳健診で子どもを育てにくいと回答した場合を虐待傾向とみ

なし、妊娠届の情報との関連を多変量解析により分析した。 
結果：１歳 6 か月、3 歳時での子育て困難感が「ある」と答えたのは 15.7％、18.8％で

あった。妊娠届で把握されたリスク要因で 1 歳 6 か月時点の子育て困難感と有意な関

連があったのは、困りごと・悩み・不安があること、初産、既往歴もしくは治療中の

病気があること、里帰り出産の予定であった。3 歳時点の子育て困難感と関連があっ

た要因は、困りごと・悩み・不安があること、初産、思いがけない妊娠であった。 
結論：妊娠届出時に困りごと・悩み・不安があると回答した母親、初産の母親は子ど

もが 1 歳 6 か月のときにも 3 歳のときにも、子育て困難感が高くなることが明らかと

なった。 
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J．今後の展開 
本研究で示したモデル問診票の知

見を踏まえ、今後、ハイリスク妊婦を

把握し、支援につなげるための妊婦健

診における標準的な問診票の開発と

研究協力機関での継続的な活用、他地

域での展開が望まれる。 
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娠届を統一し、県内での移動があって

もスムーズにハイリスク群を把握で

きる体制をとっている。また、乳幼児

健診データの電子化にも以前から取

り組んでいる。しかしながら、妊娠届

と乳幼児健診のデータをリンクさせ、

どのような妊婦が健診時に把握され

る虐待ハイリスク群かについての検

討はほとんどなされて来なかった。

折しも健やか親子２１＜第２次＞

により、親子関係の評価として「子育

て困難感」について健診で評価するこ

とが求められている。子育て困難感が

そのまま虐待というわけではないが、

子育て困難感を抱える親は虐待のリ

スクは高いと考えられ、妊娠届で得ら

れる情報から子育て困難感を 1歳半ま

たは３歳児に感じる母親はどのよう

な母親なのか、を明らかにすることで

妊娠期からの虐待予防につながる可

能性がある。

本研究の目的は、愛知県において妊

娠時に把握しているリスク項目につ

いて、妊娠届と 1 歳半健診、3 歳健診

のデータをリンケージし、妊娠届の情

報と子育て困難感との関連を明らか

にし、妊娠時から虐待ハイリスク群を

より効率的に選定できる要因を明ら

かにすることである。

B. 研究方法

愛知県名古屋市において 2016 年 7
月より 10 月までの 3 歳児健診を受け

た子どものすべての母親を対象とし

た（N≈6480）。3 歳健診の案内に同意

書を同封し、同意する場合は名古屋市

宛ての返信用封筒に同意書を封入し

返送するよう依頼した。 
同意が得られた参加者について、妊

娠届、1 歳半健診、3 歳健診のデータ

をリンクさせ、個人情報を削除した上

でデータを東京医科歯科大学にパス

ワードを付したエクセルデータとし

て CD で郵送した。

この研究は、国立成育医療研究セン

ター倫理委員会で承認を得た（受付番

号 716）。
本研究では、妊娠届の情報として、

母親の年齢、妊娠届出時の週数、妊娠

がわかったときの気持ち、出生順位、

里帰り出産の予定、困ったときに助け

てくれる人の有無、困りごと・悩み・

不安の有無、既往歴もしくは治療中の

病気の有無、過去 1年間のうつ傾向（母

親が自記式で回答）を用いた。 
また、アウトカムとなる虐待傾向は、

1 歳半および 3 歳児における「子育て

困難感」とした。子育て困難感につい

て「あり」「何とも言えない」と答えた

群を虐待傾向群と定義した。 

子育て困難感があった場合を虐待

傾向群とし、妊娠届情報における妊娠

が分かったときの気持ちとの関連を

多変量ロジスティック回帰分析で検

討した。 

C. 研究結果

約 6480 名の対象者のうち、2558 名

から同意を得た（同意率 39.5％）。 

１歳 6 か月、3 歳時での子育て困難
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感が「ある」と答えたのは 15.7％、

18.8％であった。なんとも言えないと

合わせると、1 歳半で 38.1%。、3 歳で

43.4%が子育て困難群と考えられた。

表１．子育て困難感の分布 
あり 何とも

言えな

い 

なし 

1 歳半 15.7% 22.4% 61.8% 
3 歳 18.8% 24.6% 56.6% 

妊娠届で把握されたリスク要因で 1歳
6 か月時点の子育て困難感と有意な関

連があったのは、困りごと・悩み・不

安があること（オッズ比[OR]: 2.1、95%
信頼区間[CI]: 1.8-2.6）、初産（OR: 1.9、
95%CI: 1.5-2.3）、既往歴もしくは治療

中の病気があること（OR: 1.5、95%CI: 
1.2-1.9）、里帰り出産の予定（OR: 1.3、
95%CI: 1.1-1.6）であった。 

3 歳時点の子育て困難感と関連があ

った要因は、困りごと・悩み・不安が

あること（OR: 2.1、95%CI: 1.7-2.5）、
初産（OR: 2.0、95%CI: 1.6-2.4）、思い

がけない妊娠（OR: 1.3、95%CI: 1.0-1.6）
であった。

表２ 妊娠届の情報と 1 歳半および 3
歳時の子育て困難感との関連（オッズ

比） 

1 歳半 3 歳 
困りごと・

悩み・不安

がある 

2.1 (95% 
信頼区間：

1.8-2.6) 

2.1 (95% 
信頼区間：

1.7-2.5) 

初産 1.9 (95%
信頼区間：

1.5-2.3) 

2.0 (95%
信頼区間：

1,6-2.4) 
里帰り出

産の予定

あり 

1.3 (95%
信頼区間：

1.1-1.6) 

NS 

既往歴、治

療中の病

気あり 

1.5 (95%
信頼区間：

1.2-1.9) 

NS 

思いがけ

ない妊娠 
NS 1.3 (95%

信頼区間：

1,0-1,6) 

D. 考察

妊娠届出時に困りごと・悩み・不安

があると回答した母親、初産の母親は

子どもが 1 歳 6 か月のときにも 3 歳の

ときにも、子育て困難感が高くなるこ

とが明らかとなった。

また、思いがけない妊娠が 3 歳時の

子育て困難感のリスクになることも

わかり、妊娠届で把握できるリスク要

因がその後の子育てに長期的に影響

を及ぼす可能性が示唆された。つまり、

望まない妊娠に対して、母子関係を改

善するような介入がほとんど効果を

示していないと予想される。 
  里帰り出産の予定がある場合、１歳

半の子育て困難感に関連が見られた

ことは重要である。これまで母子保健

行政においては里帰り出産を予定し

ない場合に妊婦の母親のとの関係性

を表していると考えられてきたが、本

研究結果から示唆されるのは地域の

サポートの欠如の代理指標となりう

るということである。地域のサポート
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娠届を統一し、県内での移動があって

もスムーズにハイリスク群を把握で

きる体制をとっている。また、乳幼児
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り組んでいる。しかしながら、妊娠届
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がないために里帰り出産を予定して

いるとすれば、１歳半での子育て困難

感との関連について説明できるから

である。

今後は妊婦に対してどのような介

入を行ったかを明らかにし、介入効果

を検証する必要があるだろう。ハイリ

スク妊婦にどのような保健師が、何を

家庭訪問で伝えたのか、それによって

どのような他機関連携に繋がったの

か、そして妊婦および子どもの健康状

況はどうなったのか、についてシステ

マティックにデータを収集し解析し

ていくことが望まれる。

E. 結論

妊娠届で困ったことがあった、初産、

里帰り出産予定、既往歴あり、そして

望まない妊娠であった場合、生後１歳

半または3歳までの虐待リスク群であ

ることが明らかになった。 
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がないために里帰り出産を予定して

いるとすれば、１歳半での子育て困難

感との関連について説明できるから

である。

今後は妊婦に対してどのような介

入を行ったかを明らかにし、介入効果

を検証する必要があるだろう。ハイリ

スク妊婦にどのような保健師が、何を

家庭訪問で伝えたのか、それによって

どのような他機関連携に繋がったの

か、そして妊婦および子どもの健康状

況はどうなったのか、についてシステ

マティックにデータを収集し解析し

ていくことが望まれる。

E. 結論

妊娠届で困ったことがあった、初産、

里帰り出産予定、既往歴あり、そして

望まない妊娠であった場合、生後１歳

半または3歳までの虐待リスク群であ

ることが明らかになった。 

F．健康危険情報 
なし 
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